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国と地方の財務書類の違いについて
宗岡 徹
はじめに
平成18年5月に総務省より「新地方公会計制度研究会報告書」が出され，地方の公会計にか
かる財務書類作成基準の雛形モデルが示された。一方，平成16年6月，財政制度等審議会より
「省庁別債務書類の作成について」という報告書が出され，平成12年の特殊法人の会計基準制
定から，独立行政法人，特別会計と行われてきた，国の会計にかかる一連の財務書類作成基準
の整備が一応の完成を見た。そして，各省庁別に作成される財務書類を連結する形で，国全体
の財務書類が作成されるようになり，一連の財務書類の体系が完成した。本稿では，省庁別財
務書類（国の財務書類）と地方公共団体の財務書類を比較し，その違いを論ずる。
ちなみに，「省庁別財務書類の作成について」からの引用は「省庁別」，「新地方公会計制度
研究会報告書」からの引用は「地方」と表記する。
1. 財務書類の体系
省庁別財務書類（国の財務書類）は，「貸借対照表」，「業務費用計算書」，「資産・負債差額
増減計算書」，「区分別収支計算書」の4表ならびにこれらに関する附属明細書からなっている。
「貸借対照表」は期末時点の資産と負債の状況を明らかにするものである。そして「資産・負
債差額増減計算書」は，貸借対照表の資産負債差額の期首と期末の増減を示す明細書であり，
そのうちの業務の実施に伴い発生した業務費用の明細を示したのが「業務費用計算書」である。
さらに，「区分別収支計算書」は財政資金の流れを区分別に明らかにするもので，貸借対照表
の現金預金の期首と期末の増減を示した明細書である。その関連を示せば，図 1の通りである。
一方，地方公共団体の財務書類は，「貸借対照表」，「行政コスト計算書」，「純資産変動計算
書」，「資金収支計算書」の4表ならびにこれらに関する「附属明細表」からなっている。「貸
借対照表」は「期末日時点における地方公共団体の財政状態（資産・負債・ 純資産の残高）を
明らかにする」（「地方」第79項）ものとされている。そして，「行政コスト計算書」は「会計
期間中の地方公共団体の実績，すなわち，費用・収益の取引高を明らかにする」（「地方」第
153項）計算書とされ，「純資産変動計算書」は「会計期間中の地方公共団体の純資産の変動（損
益外純資産減少要因損益外純資産増加要因の取引高）を明らかにする」（「地方」第189項）
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図1 省庁別財務書類の関連図
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計算書とされている。さらに，「資金収支計算書」は「地方公共団体の資金収支の状況，すな
わち地方公共団体の内部者（首長，議会，補助機関等）の活動に伴う資金利用状況及び資金獲
得能力を明らかにする」（「地方」第219項）計算書とされている。それらの計算書間の関係を
示したのが図2である。
あとから作成された「新地方公会計制度研究会報告書」には，「財務書類の体系化に当たっ
ては国と地方の財政上の結びつき等を考慮するとともに，地方固有の取り扱いを踏まえつ
図2 地方公共団体財務書類の関連図
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つ，原則として国（財務省）の作成基準に準拠する。」（「地方」 2. 基本的考え方）とされ，
省庁別財務書類の体系と同様のものとする旨が明記されている。さらに，当該報告書を作成し
た「新地方公会計制度研究会」の委員のうち，座長を除く 3人の方は「省庁別財務書類」の作
成にも関わっており，国（財務省）の作成基準を熟知していると思われる。たしかに，貸借対
照表現預金（資金）の増減を示すフロー表，資産と負債の差額の期首期末増減を示すフロー
表と，そのフローの一部を示す計算書という 4表体系は同じである。
しかし，図 1と図2を比較してみていただければわかるとおり， 4表のうち貸借対照表を除
＜，他の 3表は名前が違うだけでなく，その内容が異なっている。そして，貸借対照表でも，
フロー（増減）の元となる勘定の名称と範囲，考え方が異なっている。とすればこれは「原
則として国（財務省）の作成基準に準拠」（「地方」 2. 基本的考え方）したものとはいえな
いと思われる。後述するが，地方公共団体財務書類の関連は，企業会計における財務諸表の体
系や考え方と酷似しており，企業会計と公会計の違いをあまり考慮せずに企業会計をそのま
ま地方自治体に導入したものとなっていると評価できる。
以下の章では両者の違いを個別具体的に指摘するとともに，その違いが両者の財務書類の
内容及び性格を異ならしめていることを議論する。その場合，企業会計の考え方との比較が必
要となる。公会計は企業会計とは異なるものであり，その違いは，両者の違いを反映したもの
でなければならないからである。公会計の基準が企業会計の考え方を全面的に取り入れるなら
ばその様式的な整合性はともかく，その意義が著しく減じるものとなるからである。
企業会計の財務諸表の関連図を示すと図 3のとおりである。企業会計では，収益と費用の差
額が「当期純利益」であり，資本の増殖という企業の目的を端的に示す指標である。費用は収
図3 企業会計の財務諸表の関連図
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益獲得のために支出され，収益はアウトカム（成果）であって貨幣価値で評価されている。し
たがって，収益と費用の差額がそのまま業績とすることができるのである。その他有価証券の
評価損益や為替換算調整勘定について，損益計算書を経由せずに純資産を直接増減させる会計
処理が導入され，損益計算書と純資産の増減の関係が切断されることとなった。そして，期首
と期末の純資産の増減を示すものとして，「株主資本等変動計算書」がある。期首と期末の貸
借対照表の純資産勘定をつなぐフロー表である。国際会計基準において包括利益計算書が導入
されることとなったが，株主資本等変動計算書は株主資本以外の項目の増減が示されており，
実質的に包括利益計算書の内容を示している。また，期首と期末の資金の増減を示す計算書と
して「キャッシュフロー計算書」がある。
そして，結論を先取りするならば，地方公共団体の作成基準が企業会計の基準と本質的に類
似していることを議論し，その問題点を指摘したい。
2. 業務費用計算書と行政コスト計算書の違い
両者は，資産と負債の差額の期首期末増減を示すフローの一部を示す計算書であることでは
共通している。同様に，公会計において重要なコストをハイライトして示すために別の計算書
となっている。
業務費用計算書（省庁別財務書類（国の財務書類））では，業務実施にかかる総コストを計
上している。これに対し，行政コスト計算書（地方公共団体財務書類）では，業務にかかる純
コストが計上される。そして，それを「業績」を示すものとしている。このとき「業績」に
関して「行政権の執行による成果等であって，行政コスト計算書上の構成要素（費用・収益）
の期中取引高を意味する」（「地方」第50項）と定義している。そして．純資産の増加をもたら
すものを収益，減少をもたらすものを「費用」と定義し，経常的に発生する費用を「経常費用」，
経常的に発生している収益を「経常収益」，その両者の差額を「純経常費用（純行政コスト）」
としている（「地方」第157項，第179項，第51項，第53項，第155項）。そして，この「純経常
費用」が「業績」を表しているとしているのである。
企業会計では，「収益とは純利益又は少数株主損益を増加させる項目であり，原則として資
産の増加や負債の減少を伴って生じる（「討議資料 概念フレームワーク「会計情報の質的特
性」」第13項），「費用とは純利益又は少数株主損益を減少させる項目であり，原則として資産
の減少や負債の増加を伴って生じる（「討議資料概念フレームワーク「会計情報の質的特性」」
第15項）と定義されており，純利益を元に収益と費用が定義されている。そして，「純利益と
は，特定期間の期末までに生じた純資産の変動額（報告主体の所有者である株主，子会社の少
数株主，及びオプションの所有者との直接的な取引夜部分を除く）のうち，その期間中にリス
クから開放された投資の成果であって，報告主体の所有者に帰属する部分をいう」（「討議資料
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概念フレームワーク「会計情報の質的特性」」第9項）とされ，純資産との直接的関係は切
断されている。そして，純資産の増減から定義されるのは「包括利益」である。「包括利益とは，
特定期間における純資産の変動額のうち，報告主体の所有者である株主，子会社の少数株主，
及び，将来それらになりうるオプションの所有者との直接的な取引によらない部分をいう（「討
議資料概念フレームワーク「会計情報の質的特性」」第8項）とされているからである。
以上のように企業会計における定義から明らかになったように，企業会計に包括利益を採用
するならば「純資産」の増減ということで「費用」と「収益」を定義することになる。そして，
現在の純利益に相当するものを定義するならば，費用と収益のうち，「リスクからの開放」と
いう基準に合致したものだけを抽出し，その差額ということになるであろう。この場合に，企
業の「業績」がどのように定義されるかを想定するのは難しく，それはそれでひとつの議論と
なるが，現在の定義における「純利益」の概念を継承するならば，「リスクからの開放」を加
味した「純利益」相当額が企業の「業績」を表すことになるであろう。このような「包括利益」
を中心とする企業会計を定義するならば，それは地方公共団体財務書類と同様の概念を示すこ
とになる。なぜならば，費用と収益の定義が同じになるからである。
そして，地方公共団体財務書類では，費用と収益のうち，経常的という基準に合致したもの
が経常収益と経常費用であり，その差額が「業績」を表しているとしているのである。その
内容は異なるものの，一定の基準に相当する「収益」と「費用」の差額が「業績」となるとい
う点では，企業会計と地方公共団体財務書類は同じである。
上記の通り，地方公共団体財務書類において，「業績」という言葉の内容を「期中取引高」
としている（「地方」第50項）。しかし，一般的に「業績」とは「事業や研究などでなしとげた
実績」（広辞苑）とされ，達成した成果を意味する。企業会計でも「当期業績」といえば，当
期に獲得した利益（費用に対する収益の余剰）を意味する。しかも経常収益と経常費用の差
額を「業績」と呼ぶとき，地方公共団体財務書類の利用者は，企業会計的な意味における業績
を想定するであろう。それを「期中取引高」と理解することは期待できない。ということは，
「業績」を「期中取引高」と定義することは，常識を無視した一種の詭弁であり，この基準の
作成者は行政コスト計算書の最終ラインを，企業会計における損益計算書と同様に最終損益
であり，地方公共団体の評価の基準であると誤解させたいのではないかと勘ぐることができ
る。
そもそも，地方公共団体に収益という概念が存在するかについては問題がある。そして，省
庁別財務書類（国の財務諸表）では，収益という概念を否定している。公的部門は市場の失敗
に当たる分野の資源配分を住民の投票等によって行うものであり，そのコストとその財源との
間には原則として因果関係は存在しない。たとえ，手数料等のように，因果関係が想定される
ようなものであったとしても，その収入は印紙等の購入時に計上されるため，その支出と直接
的な対応関係を想定することは難しいのが実情である。しかも，収入の大部分を占めるのが，
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一般財源の税収や借入金であり，それは支出項目と相関関係を認められないものである。とす
るならば公会計の中に，費用と収益に相当する因果関係を想定するような関係が一部存在し
ていたとしてもそれをことさら取り上げて，収益を概念化することは，針小棒大の議論とい
わざるを得ないであろう。
その点に関して，地方公共団体財務書類では，「税収の位置づけに関する持分説と収益説
（「地方」第286項~2ss項）として，わざわざ「税収」を収益として計上するという考え方を紹
介している。そこでは，税収は純資産を増加させるものであり，「行政コスト計算書」を経由
させる考え方（収益説）と経由させずに「純資産変動計算書」によって増減させる考え方（持
分説）があるとわざわざ紹介している。費用と収益を純資産の変動と結びつけ，損益計算書を
経由する純資産の変動（収益説）と出資として増減させる考え方（持分説）とパラレルな考え
方を紹介しているのである。純資産の増大を収益取引によるものと資本取引によるものを厳密
に区別する企業会計の考え方をそのまま導入したことの例証となるであろう。
しかし，「省庁別財務書類（国の財務諸表）」ではそもそも「純資産」という考え方をとっ
ておらず，そのため，費用及び財源も「純資産」とは結び付けて定義されていない。従って，
上記の分類でいえば，収益説にも持分説にもたっていないことになる。そもそも，収益とか持
分とかを想定すること自体に意味がないと考えるのである。
このような考え方の違いは資産と負債の差額をどのように考えるかということが根底に存在
するのである。この点については第4章で検討する。
3. 区分別収支計算書と資金収支計算書の違い
省庁別財務書類（国の財務書類）の「区分別収支計算書」と地方公共団体財務書類の「資金
収支計算書」には， 3点大きな違いがある。一つはその目的，第二番目は収支を把握する資金
の範囲であり最後のもう一つはその区分の仕方である。
国の区分別収支計算書は，財政資金の流れを区分別に明らかにするために，歳入歳出決算書
の計数を組み替えることにより作成される計算書であり，業務収支と財務収支の 2つの区分に
より開示する。そのため，資金の範囲は通常の現預金となる。そもそも，「国の歳入歳出決算
は予算統制等の観点から組織及び目的等別に表示が区分されており，企業会計的な観点からは
わかりにくい」（省庁別補論7.(1))ため，それを判りやすくするものであり，歳入歳出決算
と省庁別財務書類（国の財務書類）とをつなぐものとなっている。また，その区分は，「将来
の負担となる資金調達及び返済に関する収支（利息の支払額や資金調達に関する事務取扱費を
含」（「省庁別」補論7.(2))む）である「財務収支」と，実質的な各省庁の業務にかかる支出
の「業務収支」の2区分となっている。
一方，地方公共団体財務書類における資金収支計算書は，「地方公共団体の資金収支の状態，
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すなわち地方公共団体の内部者（首長，議会，補助機関等）の活動に伴う資金利用状況及び資
金獲得能力を明らかにすること」（「地方」第219項）を目的に作成されるもので，その範囲は，
「現預金」ではなく「資金」の増減を示すものとされている。「「資金」概念は，現金及び現金
同等物により構成される。現金とは手許現金及び要求払い預金を意味する。他方，現金同等物
とは，①容易に換金可能であり，かつ，価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投
資の他②出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを意味する」（「地方」第72項）
としている。そして，「経常的収支区分」「資本的収支区分」「財務的収支区分」の 3区分によ
る表示を行うことになっている。その内容は，それぞれ「地方公共団体の経常活動に伴い，継
続的に発生する資金収支」「地方公共団体の資本形成活動に伴い，臨時• 特別に発生する資金
収支」「地方公共団体の負債の管理にかかる資金収支」としている。
このように，両者の目的，資金の範囲，区分の仕方が異なっているが，企業会計における考
え方と比較するとき，両者の違いがより明らかになる。企業会計の基準（連結キャッシュフロ
ー計算書等の作成基準）では，「企業集団の一会計期間におけるキャッシュフローの状況を報
告」するために作成し，資金の範囲は「現金及び現金同等物」とし，表示区分は「営業活動に
よるキャッシュフロー」「投資活動によるキャッシュフロー」「財務活動によるキャッシュフロ
ー」の 3区分としている。そして，資金とは「現預金及び現金同等物」とし，「現金同等物」
とは「容易に換金可能であり，かつ，価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資」
とし，具体的には「取得日から 3ヶ月以内に満期日又は償還日が到来する短期的な投資」をそ
の例としている。さらに，「営業活動」のキャッシュフローを「営業損益計算の対象となった
取引のほか，投資活動及び財務活動以外の取引によるキャッシュフロー」，「投資活動」に関し
て「固定資産の取得及び売却，現金同等物に含まれない短期投資の取得及び売却等によるキャ
ッシュフロー」，「財務活動」を「資金の調達及び返済によるキャッシュフロー」としている。
このようにみると，地方公共団体財務書類における「資金」の定義が，企業会計の基準とほ
とんど同じであることがわかる。さらに，企業会計の基準における 3区分と地方公共団体にお
ける 3区分を比較すると，名称や定義は異なるが，その範囲はほぼ同様の範囲を示しているこ
とは明らかである。地方公共団体における「経常的収支」と企業会計における「営業活動」は
ともに当該組織本来の目的に関連する活動に伴う収支であり，「資本的収支」と「投資活動」
はともに固定資産形成，投資・貸付金等の増減にかかる収支，「財務的収支」と「財務活動」
はともに資金調達にかかる収支を開示するものだからである。
それに対し，省庁別財務書類は大きく異なっている。資金の範囲に厳密な定義は行っていな
いが，歳入歳出決算書の計数を組み替えたものであることから，基本的に現金預金の範囲と同
じと考えられる。そして，企業会計の営業活動と投資活動に相当するものを「業務収支」，財
務活動に相当するものを「財務収支」としている。というのは政府機関において投資活動
も各省庁の業務の一環であり，単なる手段の違いに過ぎないため，企業活動で言うところの営
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業活動と投資活動の区分は行うべきではないからである。たとえば，政策的な金融を行う場
合，直接融資をするのか保証するのか，保証料の補助をするのかは手段の違いに過ぎない。
企業会計的な分類では前二者は投資活動，後者は営業活動にあたるのであろうが，公的分野
で，その区分は有益ではないといえよう。
そもそも，地方公共団体において「資金」概念を厳密に定義する意味があるのであろうか。
企業会計において「資金」概念を厳密に定義するのは，支払手段として使えること明確にする
ためであろう。資金繰りの破綻が倒産につながる企業において，支払手段となる資金かどうか
は重要だからである。従って現金預金とは異なる資金範囲の収支を示す計算表を作るとして
も，その作成にかかるコストは当然ということができる。しかし，地方公共団体では，国と同
様現預金の範囲と支払い手段の範囲は原則として同じであること，さらに，歳入歳出決算書
の計数を組み替えることで作成することが簡便であるとともに，歳入歳出決算書とのつながり
を持たせる意味において重要であり，このような厳密な「資金」概念の定義は有益とはいえな
い。さらに，前述のとおり，公的機関において，「経常的収支」と「投資的収支」との区分は
手段の違いにすぎず，その厳密な区分を要求することに意味はなく，むしろ現場の混乱を招く
だけに過ぎないと思われる。
このように，地方公共団体財務書類は，企業会計の考え方をそのまま取り入れており，公的
機関としての特質を考慮したものとなっておらず，省庁別財務書類とは異なった考え方に立脚
しているといえよう。
4. 「資産・負債差額」と「純資産」の違い
省庁別財務書類では，資産と負債の差額について以下のように述べている。
「国の会計においては，企業会計のような払込資本に関する取引が無いこと，また，国の活
動について，損益計算の意義は乏しいことから，資産と負債の差額について，企業会計の資本
の部と同様の位置づけを与えることは適当ではない」（「省庁別」補論4.(3))。そのため，「資
産・負債差額」は，連結財務書類における「他会計出資金額」を除き，その内訳を示すことな
く一括計上される。
このことは，省庁別財務書類（国の財務諸表）における，資産と負債はそれぞれが独立して
おり，資産と負債，資本の間で因果関係を認められないということを前提としている。つま
り，貸借対照表とはいうものの，実態は資産と負債を網羅する形で羅列した財産目録であり，
したがって，その差額に積極的意味を見出すことができないということであろう。そして，資
産と負債の差額を事実上定義しないのであるから，その増加を収益，減少を費用という定義も
存在しない。費用は会計主体たる国全体，省庁，特別会計等の業務実施に伴い発生した支出を
発生主義の考え方で捉え直したものである。そもそも国の政策は，強制的に徴収された一般
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目的としての税収，ある程度の因果関係を有することが期待される目的税，手数料等及び公債
等による収入を国民の福祉の向上のために配分されて実施されるものである。その支出が費用
であるが，これらの収入はそのための財源でしかない。そして，その収入と支出に企業会計の
ような対応関係を想定することはできない。行政の効率性等を判断するには，「投入されたコ
ストに対してどれだけの効用・便益等を得ることができたのかという観点」（「省庁別」補論
5 . (1)) を見る必要があり，そのためのコスト把握なのである。
これに対し，地方公共団体財務書類では，資産と負債の差額に積極的な意味を付している。
「純資産とは①特定の会計主体の実質的所有者から当該会計主体に対する拠出及び②当該会
計主体の活動等によって獲得された余剰（または欠損）の累積残高をいい，その金額は資産と
負債の差額として計算される」（「地方」第47項）としているからである。さらに，「費用」を「純
資産の減少原因」（「地方」第51項），「収益」を「純資産の増加原因」（「地方」第53項）とし，
純資産との関係で定義している。
資産と負債の差額についての考え方の違いは，第2章で検討した，業務費用計算書と行政コ
スト計算書との違いにも関連しており，前章と同様に，企業会計の考え方と対比するとこの違
いがより明らかになる。企業会計の考え方において，「純資産とは，資産と負債の差額をいう。
これは報告主体の所有者である株主（連結財務諸表の場合は親会社株主）に帰属する資本と，
その他の要素に分けられる。」「その他の要素のうち，報告主体の所有者である株主以外に帰属
するものには，少数株主持分が含まれる。他方，いずれにも帰属しないものには， リスクから
開放されていない投資の成果などが含まれる」（「討議資料概念フレームワーク「会計情報の
質的特性」」第6項，第7項）としている。そして，包括利益を導入するならば， リスクに開
放されているかどうかは本質的な問題ではなくなる。その結果，包括利益を採用した企業会計
では，「純資産」の増減ということで「費用」と「収益」を定義することになる。
とすれば，企業会計と地方公共団体財務書類は企業会計と同じ考え方で作成されていること
が明らかになる。定義上の違いについても，企業会計では報告主体の所有者たる株主と少数株
主を区分して把握しているのに対し，地方公共団体財務書類では，拠出資本と稼得資本を区別
して把握しているだけであり，いわば，同じものを縦と横で切っているに過ぎないからであ
る。また，純資産費用，収益の定義は，企業会計の考え方と地方公共団体財務書類の基本思
想は本質的に同じである。そして，地方公共団体の「純資産変動計算書」と，企業会計の「株
主資本等変動計算書」は，その様式ならびに記載内容がほとんど同じである。一方，省庁別財
務書類では，資産と負債の差額を積極的に定義しておらず，企業会計の考え方とはまったく異
なるものとなっている。
このように，企業会計を基準にした場合，同様の考え方に立脚する「地方公共団体財務書類」
と，まったく異なる考え方に立脚する「省庁別財務書類」の違いが明らかになる。しかしなが
ら，地方公共団体において，「実質的所有者」や「拠出」を想定できるのか，「活動によって獲
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得された余剰（または損失）」にどのような意味があるのかと考えるならば，「地方公共団体財
務書類」の異常性が明らかになる。
地方公共団体財務書類では，純資産を上記のように定義しているにもかかわらず，その内訳
科目として「財源」「資産形成充当財源」「その他の純資産」に区分する（「地方」第48項）とし，
定義と区分の分類が整合していない。「財源」は「地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい，
原則として資金の形態で保有される」（「地方」第149項）もの，「資産形成充当財源」は「資産
形成のために充当した財源をいい，原則として資金以外の形態（固定資産や金融資産等）で保
有される」（「地方」第150項）もの，「その他の純資産」は「財源資産形成充当財源以外の純資
産」（「地方」第152項）としており，原則として資産側の保有形態に従って区分することとし
ている。つまり，「実質的所有者」や「拠出」については定義において触れているだけで，
積極的に意味づけがなされているとは言いがたい。企業会計と同様の定義を借用してみたとい
うことではないかと思われる。そして，「活動によって獲得された余剰（または損失）」に関し
ては，饒舌ではあるが，論理的とはいい難い。前述の通り，純資産の増加である収益と費用の
差額について「業績」といいつつ，「業績とは，行政権の執行による成呆等であって，行政コ
スト計算書上の構成要素（費用・収益）の期中取引高を意味する」（「地方」第50項）と歯切れ
が悪い。企業会計のように「利益獲得は企業の目的」とは言い切ることはできないが，同様の
ニュアンスをにじませたかったのでないかと思われる。
地方公共団体は公的機関であり，利益の獲得を目的とする組織ではない。とすれば，企業会
計的な考え方は，その実態に応じて導入するべきである。資産と負債の差額についても，積極
的に意味づけするにはそれが何なのか，その増減の意味等を深く議論する必要がある。複式
簿記の導入を強く主張し，資産と負債の差額を純資産とするのは，複式簿記で必要とか，仕訳
をするときに収入支出の相手科目としで必要とかいう議論があるが，それは本末転倒である。
それは複式簿記ならびに企業会計を優位におくという思い込みに基づく議論に過ぎない。
国においてはこの点に関して，時間をかけて議論が行われてきた。その結果，省庁別財務
書類において，資産と負債の差額に積極的な意味づけはできないとの結論になり，「資産負債
差額」として開示することになったはずである。しかし，そのメンバーだった方々が，地方公
共団体財務書類においては企業会計と同様の意味づけをしていることに違和感を覚えざるを
得ない。
終わりに
これまで述べてきたように，省庁別財務書類（国の財務書類）は，公的機関の特質を考慮し，
企業会計については，主として手法に関してのみ導入したものとなっている。それに対し，地
方公共団体財務書類は企業会計をそのまま導入したものとなっていることが明らかになった。
基準において「財務書類の体系化に当たっては，国と地方の財政上の結びつき等を考慮すると
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ともに，地方固有の取り扱いを踏まえつつ，原則として，国（財務省）の作成基準に準拠する。」
（「地方」 2.基本的考え方）とされているものの，実態は企業会計を色濃く反映したものであ
り，省庁別財務書類（国の財務書類）とは異なった思想で作られている。この違いは本質的で
あり，地方公共団体財務書類の作成基準は早急に改正されるべきであると考える。
というのは，この基準に従う限り，地方公共団体は純資産の増加を目的として行政を行うこ
とになるからである。この基準の作成者は，純資産の増加をもたらす要因である「経常収益と
経常費用の差額（純行政コスト）」を業績指標とすれば，企業会計において利益獲得のために
効率化のインセンティブが働いているのと同様，自律的に効率化すると考えたのかもしれな
い。しかし，これには大きな落とし穴がある。純資産を増加させる方法には， もう一つ，費用
にならない支出，すなわち固定資産の獲得を増加させる方法があるからである。そして，その
ほうが純資産の増加には効果的であり，かつ，手っ取り早い。「箱もの」と呼ばれる固定資産
の獲得をすればするほど，純資産は増加するからである。極端に言えば，住民サービスを行わ
ずに税収等の収入を固定資産の購入，建設に当てるならば， もっとも純資産が増加することに
なる。また，行政サービスを行わず，費用を支出しないならば，業績が増加することになる
が，果たしてそれでよいのであろうか。
国や地方自治体の究極的な目的は，住民の福祉の向上である。そして，純資産の増加と福祉
の向上とは全く関係が無い。したがって，国や地方自治体のアウトカム（成果）は純資産の増
加には現れない。これが，公会計の限界であるとともにその貢献を明確にできるところでもあ
る。すなわち，公会計は厳密なコスト計算を行って，当該政策の効用・便益を示すアウトカム
指標と対比することにより，行政の効率性を評価することができるようにすることであり，そ
の評価を会計だけで完結させることはできないのである。これが，企業会計との本質的な違い
である。
とするならば地方公共団体財務書類のように，企業会計（包括利益を導入したもの）を地
方公共団体に導入して評価することは，メリットよりも弊害のほうが多いことは明らかであろ
う。企業会計における収益はアウトカム（成果）であるので，収益と費用の差額である利益は
目的であると同時に成果指標となる。しかし，税収をアウトカム（成果）と捉えることができ
ない国や政府において，純資産の増加，すなわち，税収等の収入と費用との差額に積極的な意
味づけを行うならば公共サービスの低下，固定資産の増加を奨励することになることは前述
の通りである。
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